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計 735，000 計 735，000
に記録される。また当期中に中間配当積立金
の取崩があれば，この勘定の貸方側に記録さ
れ，中間配当が確定すれぽ未払中間配当金額
と利益準備金の積立額が借方側に記録され
る。当期末には損益勘定の貸借差額（純利益）
が貸方側に記録され，当期未処分利益（金）
勘定の貸借差額（処分可能利益額）が次期に繰
越される。この勘定口座の期首，期中増減お
よび期末残高は，上のとおりである。
　この勘定は，くりかえすようだが，損益計
算勘定つまり簿記用語のいわゆる「名目勘
定」ではなく，いわゆる「実在（体）勘定」で
ある。この例での利益金処分後の残高つまり
「前期繰越利益」（350，000円一20，000－200，
OOO－20，000－30，000＝－80，000円），中間配当
積立金取崩高15，000円という処分財源のプ
ラス項目および中間配当額20，000円，中間
配当に伴う利益準備金の積立th　2，　eOO円とい
う処分財源のマイナス項目は，ともにこの実
在（体）勘定の増減要因であって，名目勘定の
増減要因ではない。すなわち収益でもなけれ
ば損費でもない。これは簿記の常識である。
　これらの処分財源調整の増減計算を「損益
計算書」の末尾に追掲示して損益計算領域と
「結合」することは，原理的に誤りである。
　貸借対照表・資本の部の末尾は，当期未処
分利益（金）の期末残高443，000円が報告さ
れる。処分財源調整の増減計算をふくまない
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「損益計算書」の最終末尾は，443，000円
（当期末の処分可能利益）ではなく「当期（純）
利益」の370，000円である。貸借対照表の資
本の部の末尾の金額と損益計算書の最終末尾
の金額とが符合しないと心配する向きもある
が（昭和62年5月21日の日本会計史学会研究報
告で筆者はかかる質問を受けた），強いて符合さ
せる事もあるまいが，もしそれが心配なら，
簡単には，貸借対照表の資本の部の末尾を
「当期未処分利益443，000円（内，当期純利
益370，000円）」とすればよい。この場合，「損
益計算書」の最終末尾を「当期未処分利益×
××（内，当期純利益×××）」とする昭和
三年一月実施の銀行の法定損益計算書に準じ
たような構造・様式は，原理的にいって誤っ
ている，すくなくとも好ましくはないと筆者
（久野）はいいたいのである。
　さらに，どうしても，処分財源調整計算の
内容を開示したいというのなら，貸借対照表
に注記すればよい。内訳欄を開設して挿記し
てもよかろうし，脚注でもよかろう。しか
し，この開示が必要だとすれば，当期中に実
施した利益金処分の内容も同時に開示するこ
とがよりのぞましい。「財務諸表等規則」は，
現に「利益金処分計算書」を作成させている
し，かつての「利益剰余金計算書」では，その
冒頭の部分に前期未処分利益とその処分額を
報告させた。ここまでいうのなら，貸借対照
表，損益計算書のいずれからも独立した「当
期未処分利益（金）」の期首から期末までの増
減の全部を包括した第三の財務表を考えざる
を得ない。総勘定元帳（会計記録）の3勘定
口座との関連を考えて財務諸表（会計報告）
の種類・体系をととのえるという観点からみ
ても，妥当であるように思う。この場合の
「当期未処分利益（金）計算書」（仮称）は，
次のとおりとなる。
当期未処分利益（金）計算書
自　昭和63年4月1日　至　平成元年3月31日
1．前期未処分利益（金）
H．利益（金）処分額
　1．利益準備金
　2．配　当　金
　3．役員賞与金
　4．任意積立金
　　　前期繰越利益（金）
IH．処分財源期中増加高
　1．中間配当積立金取崩高
　2．何積立金戻入高
円　　　　　円
　　350，000
20，000
200，000
20，000
30，000　　△270，000
80，000
15，000
　－　　　15，000
IV。処分財源期中減少高
　L中間配当金
　2．利益準備金
95，000
20，000
2，000　　△　22，GOO
V．当期（純）利益（金）
　　当期未処分利益（金）
73，000
370，　OOO
443，000
　この「当期未処分利益（金）計算書」は，
貸借対照表系列の会計報告書であって，損益
計算書系列の会計報告書ではない。昭和三十
八年三月制定の「計算書類規則」の変則的な
「損益計算書」（損益および処分財源調整結合計
算書）と歩調をとるために，当時の「財務諸
表等規則」は，「損益および利益剰余金結合計
算書」を作成する道をひらいた。当期業績主
義損益計算書と，前期未処分利益およびその
処分額の部分を脚注に移した利益剰余金計算
書との結合である。そもそも利益剰余金計算
書は，貸借対照表系列の資本増減計算書であ
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る。その繰越利益増加高とは，当期業績主義
によって損益計算から除外された，つまり損
益計算というルート（パイ・パス）を通さない
資本の直接的増加であり，同様に，繰越利益
減少高とは，資本の直接的減少である。「損
益計算書」と「利益剰余金計算書」との結合
は，原理的にみて変則である。「計算書類規
則」の変則的な「損益計算書」に迎合した変
則的な措置であった。「企業会計原則」や「財
務諸表等規則」の原理的な誤りの端緒はここ
にあった。現今では，「計算書類規則」に全面
的に同調して，単に「損益計算書」と称し，
大筋において両者ともまったく変わりのない
「損益および処分財源調整結合計算書」を作
らせているのである。このような有様では，
企業会計原則・一般原則で「資本・利益区別
の原則」といってみても，あるいは簿記の教
育で名目勘定と実在（体）勘定の区分の重要
性を強調してみても，およそ意味がないので
はあるまいか。
IV．「会計報告書」（Aceounting　Rep④rts）に
　　関する各国（英・米・独・日）の用語の
　　比較
　　一これらの用語の基底にある基本的
　　観念はなにか一
　ここにいう「会計報告書」（Accounting　Re・
ports）とは「会計責任者が自己の「受託会計
責任」（accountability）の推移を記録するため
の「会計記録」に基づいて作成した報告書類
をいい，この「会計報告書」を委託者に提出
し，その承認をうけることによって，自己の
「受託会計責任」の解除を求めるための手段
である。企業会計の計算・記録に即していえ
ぽ，「損益計算」と「残（在）高計算」とか
ら，各々，「損益計算書」と「貸借対照表」
とが作成される。ともに「会計報告書」の中
核をしめるものである。ただし，現在のわが
国株式会社の損益計算書の制度的様式は，商
わが国株式会社財務諸表制度：その沿革と課題（久野）
法・「計算書類規則」の場合も，またそれと
歩調をあわせた「財務諸表等規則」の場合も，
「損益計算」の領域に止まらず，「処分財源調
整計算」という明らかに「資本計算」に属す
る計算領域をその末尾にふくんでおり，「損
益計算」と「資本計算」とが結合した変則的
なものになっている。
　「貸借対照表」・「損益計算書」というわが
国の用語の起源については，後回しとして，
わが国に影響を与えた国々のうち，まず英国
の場合から検討してみよう。
　Balance　SheetとProfit　and　Loss　Account
という用語がポピュラーであろう。このほ
か，Statement　of　Assets　and　Liabilities
あるいはStatement　of　Affairsという用語
もある。Profit　and　Loss　Sheetとはいわな
いようである。Balance　Sheetは，もともと
簿記領域のものであって，Balance　Proof
Sheetに由来するとみてよい。この「残高
（balance）の検証（proof）のための表（sheet）」
は，総勘定元帳の末尾に「損益勘定口座」と
ともに開設される「残高勘定口座」に資産・
負債・資本の諸勘定を振替える際の「検証
表」であった。端的にいえば，振替えに際し
ての仕訳日記帳（journal・day　book）での個々
の仕訳と転記の繁を避けて，直接的に「諸勘
定口座」から「残高勘定口座」に振替えた場
合の正確性の保証手段であった。Profit　and
Loss　Accountは，「損益勘定（口座）」とい
う意味にもなり，また，「損益計算書」とい
う意味にもなる。さらに，Profit　and　Loss
Accountの1）etailαd」Formは，損益計算・
処分財源調整計算・利益金処分計算の悉くを
網羅した「完全結合計算書」であり，その
Published　Formは，「利益金処分計算書」で
ある。このように，Balance　SheetとProfit
and　Loss　Accountとが，二つのaccounts
勘定（口座）に由来するものであるから，両
報告書のことを端的に，the　Accountsとい
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う。日本の「財務諸表」にあたる用語であ
る。いかにもイタリア簿記の正統派継承者ら
しい用語法である。ただし，イングランドの
場合では，「貸借対照表」は，「残高勘定（閉
鎖）」からではなく，「資本金（主）勘定（期首）」
から作成される。この資本金（主）勘定は，か
つては，期首の開始仕訳に際して，
　（借方）・諸資産勘定ノ（貸方）・資本金（主）
　勘定
　（借方）・資本金（主）勘定ノ（貸方）・諸負債
　勘定
として転記したいわゆる“itemized　capital
account”の様式であった。資本勘定口座の
借方側には諸負債項目が，その貸方側には諸
資産項目がそれぞれ掲示されることになる。
かかる様式は，資本主を主格とする貸借の観
念に完全に合致する。諸資産項目は簿記的に
は借方項目であり，諸負債項目は簿記的には
貸方項目である。かかる貸借関係を反映した
「残高（閉鎖）勘定」に即して作成される「貸
借対照表」の様式が「大陸式」（Continental
Form）であり，「資本金（主）勘定（期首）」
に即して作成される「貸借対照表」の様式が
「英国式」（English　Form）である。「英国式」
貸借対照表の「借方側」に諸負債が報告され
るのは，もとより負債が借方項目であるから
ではなく，「資本主が負債に対して（to）借主
（方）debtorである」という発想に基づく。
同様に，諸資産がその「貸方側」に報告され
るのは，もとより資産が貸方項目であるから
ではなく，「資本主が資産により（by）貸主
（方）creditorである」という発想に基づく。
「英国式」の借方・貸方は資本主を主格とし
た貸借であり，「大陸式」の借方・貸方は勘
定を主格とした貸借である。
　なお蛇足ながら付け加える。英国の簿記で
は，ごく初期を除いて，大陸簿記の「開始残
高勘定」を開設しないようになる。この「開
始残高勘定」に代わるものが「資本金（主）
勘定（期首）」（ただしitemized　capital　account）
であった。「閉鎖残高勘定」は開設したが，
「残高勘定」につき「閉鎖」・「開始」の区別
を要しないので，ことさら「閉鎖残高勘定」と
はいわず，ただ「残高勘定」（balance・account）
としている。
　米国の場合を検討してみよう。前世紀の簿
記書には，しぼしぼ特徴的な勘定分類がみら
れる。「財務勘定」（Financial　Account）と「活
動（成果）勘定」（Business　Operation　Account）
とである。この分類は，「実在（体）勘定」（Real
Account）・「人名勘定」（Personal　Account）
・「名目勘定」（Nominal　Account）の伝統的
勘定分類とは，いささか異質のものであっ
た。詳細な解析は，拙著r英米（加）古典簿
記書の発展史的研究』（学習院学術研究叢書5）
にゆずる。「財務勘定」といわず「第1次勘
定」といい，また，「活動（成果）勘定」とい
わず「第2次勘定」といった事例もあった。
いずれの場合も，特徴的なところは，「財務
勘定」・「第1次勘定」には，現金，受取（支
払）手形，および人名勘定（債権・債務）をふ
くめ，「活動（成果）勘定」・「第2次勘定」に
は，収益・費用の諸勘定のほかに商品勘定，
船舶勘定，資本勘定等をふくんでいる。後の
動態論者ワルプの勘定分類を彷彿たらしめる
ものがある。米国では，Balance　Sheetとい
う用語は一般的ではないし，また，Profit
and　Loss　Accountにいたっては，まずその
事例は皆無といってよい。また，たまたま
Balance　Sheet（Sheets）という用語を用いた
場合では，次のように，多義的に使い分けて
いるのである。
trial　balance（sheet）一→試　算　表
working（balance）sheet→精　算　表
（true）balance　sheet－→貸借対照表
　　　　　　　　　　　　（カッコ内省略）
　米語のBalance　Sheet，とくにBalance
Sheetsといったり，　Grand　Balance　Sheet
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といっているような場合では，例外なく簿記
の「精算表」を意味する。ブライヤント・ス
トラットンの『初級簿記書』（Common　Schoo1
版）を翻訳した福沢諭吉『帳合之法』（明治6
年7月・7年7月）で「平均表」と訳したもの
の実態は，「貸借対照表」ではなく「精算表」
である。「精算表」のことを米国ではBalance
Sheetのworking　formともいう。
　一般的には，Financial（Position）State－
mentと（Financial）Operation　Statement
である。前者が「貸借対照表」であり，後者
が「損益計算書」である。ただしカッコの部
分は省略することがある。前述の勘定分類と
きわめて調和的である。この二つのステート
メントからFinancial　Statementsという用
語ができている。わが国の「財務諸表」とい
う用語は，その翻訳語であり，昭和初期ごろ
から普及したもののようである。このほか
に，Capital　Statementと　Income　State－
mentという用語も一部には見られる。
　ドイツの場合を検討してみよう。ドイツ語
のBilangは，もともと「財産計算」と「損
益計算」とを一体不離とみるところから発し
ている。従って，Bilanzlehre「ビランツの
学問」を「貸借対照表論」と訳すのは誤り
で，「財務諸表論」とするか「会計学（財務会
計）」とすべきところである。そこで，貸借
対照表と損益計算書とを区別して明確に表記
しようとする場合は，Bilanzに限定的修飾
語を冠して，一方をVormbgensbilane「財産
ビランツ」とし，他をErfolgsbilanz「成果
ビランツ」，Ertragsbilang「損益ビランツ」
あるいはGew　inn・und　Verlustbilang「収益
・費用ピランツ」とする。かくして，Schlus・
bilanz「決算ビランツ」は二つの部分からな
り，その一つを「財産ビランツ」，他を「成
果（損益）ビランツ」もしくは「収益・費用
ビランツ」というのである。前者が「貸借対
照表」であり，後者が「損益計算書」である
わが国株式会社財務諸表制度：その沿革と課題（久野）
ことはいうまでもない。
　わが国の「貸借対照表」・「損益計算書」の
由来について述べる。
　別著『財務諸表制度論』・rわが国財務諸表
制度生成史の研究』等で述べたので，詳細に
わたる実証はこれを省略する。
　貸借対照表という用語は，もともとは，会計
用語として用いられたものではない。もとよ
り英語のBalance　Sheet，ドイツ語のBilanz，
フランス語のBilan等の翻訳語ではない。明
治二十三年三月制定の原始商法に由来する商
法用語であった。第三十二条に「貸方借方ノ
対照表」・「貸借対照表」として姿を現わす。
この場合，「動産不動産及貸方借方ノ対照表
ヲ作リ特二設ケタル帳簿二記入シテ署名スル
責アリ」の規定を注目すべきである。
　筆者（久野）の所説を実証する詳細にわた
る資料は，すべて省略して結論を急ぐ。第三
十二条にいう「特二設ケタル帳簿」とは，「財
産目録帳」（livre　l’inventairののことである。
「貸方」とは，「当方の貸し」つまり「債権」
（actif．　dette　actif，　dettes　actives）のことであり，
「借方」とは，「当方の借り」つまり「債務」
（Passif，　dette　Pσssif，　dettes　Pσssives）のことで
ある。すくなくとも商法用語の出発点として
はこうであった。原始商法以前にも「貸借勘
定書」といった類似用語があり，商法の「貸
借対照表」はこれに由来するという説もある
が，なんらの実証する資料が示されてはいな
い。要するに語呂あわせの当て推量である。
原始商法の「貸方」・「借方」は，簿記用語の
それとは，えんもゆかりもない。「貸方」（負
債・資本）と「借方」（資産）の「対照表」
とあるので，原始商法の「貸借対照表」は，
「英国式」の形式を予定しているといった途
方もない珍説もあるが，馬鹿らしくて話にな
らぬ。原始商法以前では，会計報告実務に
「貸借対照表」という用語はみられない。最
もポピュラーなのは，「資産負債（勘定）表」
・「有物（及ヒ）負債表」・「総勘定（書）」等
17
であった。
　「損益計算書」は，明治三十二年三月の改
正商法第百九十条・第四号「損益計算書」に
由来する。それまで最もポピュラーであった
「損益表」という会計用語と，原始商法の「計
算書」とを，たして2で割ったものである。
　そこで，原始商法の第二百条の株主総会に
提出する決算書類の冒頭にでてくる「計算書」
とはなにか，が問題となる。明治三十二年三
月の改正商法の「商法修正案理由」では，い
とも簡単に，「単二計算書トイフト難トモ其
損益ノ計算書ヲ指スモノナルコト疑ヲ容レサ
ルヲ以テ」などと呑気なことをいっている
が，果たしてそうか。極めて疑問である。結
論を急こう。今日の「計算書類」という商法
用語がこの「計算書」に由来することは確か
であるが，原始商法の決算書類の冒頭の第一
号「計算書」は，「損益計算書」ではない。
計算書類・第一号として「損益計算書」がで
てくるなぞ想像もつかない。「計算書」とある
のは，今日いう「財務諸表」のことである。
　最後に，原始商法・「計算書」は，「損益計
算書」のほかに「剰余金計算書」もしくは
「引当金計算書」をふくめた複合会計報告書
であるという途方もない説がある。この論老
がいう「剰余金計算書」というのは，日本郵
船株式会社が創業以来作成・報告してきてい
る「保険積立金勘定表」をさしており，「引
当金計算書」といっているのは，同社の「大
修繕積立金勘定表」をさしている。その根拠
として，「（原始商法の計算書が）かかる複合
会計報告書であることは，日本郵船株式会社
の明治二十七年九月の決算報告書にみるとお
りである」としている。
　明治二十七年九月という日付に注目してい
ただきたい。明治二十六年七月の原始商法の
一部実施の後である。この会社は，明治十九
年九月三十日の第一回決算以来，「損益勘定
表」（損益および利益金処分結合計算書），「保
険積立金勘定表」，「大修繕積立金勘定表」お
よび「資産負債勘定表」（利益金処分済貸借
対照表）を作成・報告してきた。そして，原
始商法の一部実施に伴って，「資産負債勘定
表」を「貸借対照表」（利益金処分前）と名称
・内容を改め，さらに原始商法の「計算書」
にあわせて「損益勘定表」（計算書第一一），
「保険積立金勘定表」（計算書第二），「大修
繕積立金勘定表」（計算書第三）としたので
ある。この「計算書第一・二・三」は，明治
二十七年九月に始まるのである。この論者の
説は，完全に逆立ちしている。また，常識的
に考えても，いかに代表的国策会社であると
はいえ，日本郵船株式会社という一会社に対
する政府の措置（しかも特殊な措置）が，「商
法」の一般規定に投影するなぞとは，思いも
及ぼぬところである。なお，この会社が，
「保険積立金勘定表」および「大修繕積立金
勘定表」を「損益勘定表」（計算書第一）と
同系列のもとと考えて，それぞれ（計算書第
二）・（計算書第三）としたことは，原理的に
は誤りである。これらの両積立金勘定表は，
ともに「損益勘定表」（損益計算書）の系列
に属するものではなく，「貸借対照表」の系
列に属するものである。
　さらに，若干の点を付記する。「大修繕積
立金勘定表」は，その積立てが利益金処分に
よるものであるから，「引当金計算書」では
なく「剰余金計算書」である。また，先の論
者は，これら二つの「剰余金計算書」が，毎
年政府から交付される「補助金」の使途につ
いての「会計報告書」であると解釈している
が，これもまた誤りである。これらの「両積
立金」については，利益金処分に際して，所
定のパーセンテイジでその積立てを政府に強
制されており，そのため創業以来長年月にわ
たって配当に当てる財源が皆無の状態であっ
たので，政府は，年8％の配当を可能にする
ための「補助金」（88万円）を交付してきてい
るのである。つまり，「補助金」は，最初か
らその使途がはっきりしている「配当補助
金」であった。従って，「補助金」の使途に
ついてそれを明らかにする必要はないのであ
る。
　「原始商法の〈計算書〉とは，明治政府の
殖産興業政策の路線に乗っていた代表的国策
会社である日本郵船株式会社に対して，政府
が義務づけた三勘定表の立法措置に応ずるも
のであったのである」という論旨は，まった
く成立する余地がない。
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